
令和４年度政策評価（基本評価）の結果への対応（概要）

ＰＤＣＡサイクルに基づく令和４年度の基本評価（施策評価・事務事業評価）の結果を踏まえ、実施機関である
各部局等による改善（Action）の状況についてとりまとめた。
なお、具体的な対応については、令和５年度の基本評価における施策の目標等の設定（Plan）に反映している。

１ １次政策評価の結果
（１）施策評価

各部局等が行う一次評価では、次の総合評価を踏まえて、全ての施策に「次年度に向けた対応方針」を記載
しており、ＰＤＣＡサイクルのActionとして対応状況を整理した（R5施策の方向性は別紙１のとおり）。

令和４年度の政策評価結果

施 策

総合計画

132
大項目（分野） 順調 概ね順調 やや遅れている 遅れている

127※１（100％） 28（22％） 61（48％） 26（20.5％） 12（9.5％）

施策評価を踏まえ、改善を要する事務事業を選定
（２）事務事業評価

令和５年度に向けた方向性
評価対象
事務事業数 改善（指標分析） 改善（取組分析） 再構築に向け縮小等
436

193 236 7(376)

選定した事務事業について方向性を付与
[反映結果] 別紙２のとおり

方向性 拡 充 改 善 縮 小 統 合 廃 止 終 了 合 計
区 分

反映結果 ３２ ３４６ １４ ７ １ ３６ ４３６

２ ２次政策評価の結果と対応
（１）施策評価と関連する事務事業評価

一次政策評価の結果を踏まえ、二次政策評価等検討チームが重点的に点検・検証し、政策目標の実現に向
けて検討が必要な52施策と関連する144事務事業について、対応状況を整理した。

ア 付加意見状況

意見付加施策数 施策目標の達成状況 施策の緊急性、優先性

施 策
52※２

45 7(51)
144※２

136 ８事務事業
(122)

〔※２ １つの施策、事務事業に複数の意見が付された場合も含む。( )は実数〕

イ 対応状況は別紙３・４のとおり

（２）その他の事務事業評価
今年度新たに課題が認められた事務事業について、点検・検証し、必要な見直し等の検討を進めるため、

44事務事業について、対応を整理した。

ア 付加意見状況

区分 事業内容や執行体制の 関与団体の自立化 国への要望等に
事務事業 見直し等に関するもの 推進に関するもの 関するもの

44事務事業 12事務事業 13事務事業 19事務事業

イ 対応状況は別紙５のとおり

〔※１ 施策数と評価の合計は、成果指標が未実績などにより判定不可の５施策があるため一致しない〕


